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られるように，近年，わが国においても，エネルギー  

産業や電気通信産業，運輸業，金融業等を中心とした  

規制産業におけるTFP指数の計測やその応用分析が  

活発に試みられるようになり，TFPの概念規定やも  

っともポピュラーなTFP指数算式の1つである  

Theil－Tt）rnqvist指数（以T，TT指数と略記）等に  

ついても広く知られるに至っている．   

TT指数は，次式のように表される．  

（1）1n（7下島／郡＿1）＝  

∑椚（∫∽，≠＋∫∽，ト1）／2・1n（〝沼，亡ん∽，卜1）  

一∑乃（〃〝，≠＋〃乃，ト1）／2・1n（∬乃，方正乃，巨1）  

（ここに，rF汽：才期のTFP指数，机帰：同第∽生  

産物産出量，S椚，f：同第∽生産物収入シェア，∬乃，f二  

同第卵生産要素投入量，〃乃，f：同第乃要素費用シェア）   

これは，各生産物または生産要素の変化率を，比較  

2時点間の生産物収入シェアまたは生産要素コスト・  

シェアをウェイトとして加重平均し，総産出指数の変  

化率マイナス絵投入指数の変化率という形で生産性指  

数の変化率を算出するものであり，直観的にも理解し  

やすい．さらに，Caves，Christensen and Diewert  

（1982a）は，生産技術がトランスログ距離関数（tran－  

scendentallogarithmic distance function）という  

一般的な関数型で表される場合には，前記のTT指  

数がMalmquist（1953）の理論的生産性指数と一致す  

ることを示した．   

ここで，企業の生産技術を表す投入距離関数（input  

distance function）とは，ある生産ベクトルyを産  

出するために投入された生産要素ベクトル∬の過剰ま  

たは不足を1を臨界値とする実数により示す関数のこ  

とで，以下のように記述される．  

（2）d（〝，J）＝maX（βl（〝，∬／β）∈y）  

（ここに，yは実現可能な産出・投入ベクトルの組全  

体からなる生産可能集合であり，デフレート因子βの  

最大値が存在するための正則条件が満たされるものと  

仮定する．）  

（5）135   

はじめに  

企業の経営効率ないしは活動成果を評価するうえで  

有用な判断材料を提供する数量指標は，これまで数多  

く提唱されてきたが，全要素生産性（TotalFactor  

Productivity：以下，TFPと略記）指数もその一例  

である．TFP概念の応用範囲は広いが，規制産業や  

公共部門では，市場における企業間の競争が非効率の  

淘汰を促すという図式が必ずしも成り立たぬがゆえに，  

そのパフォーマンス評価に際しては，TFPや様々な  

効率性指標（DEAにより求められる指標等）の計測  

が試みられることが多い．そうした試みにおいては，  

TFPをはじめとする効率性指標の動向それ自体が関  

心事となることも少なくないが，たとえば，原価主義  

的価格設定を行っている企業については，収入シェア  

でウェイトづけされた企業の生産物価格の変化率が費  

用シェアでウェイトづけされた要素価格の変化率マイ  

ナスTFP変化率に等しいという関係が成立すること  

から，分析対象企業の生産物価格動向とTFPの動向  

を関連づけて検討する分析視角や，企業間の生産物価  

格差をコスト要因の格差とTFP格差とに要因分解す  

る試み等も注目されてよかろう．   

本稿では，わが国の電気事業を対象とした’70年代  

以降におけるTFP指数の計測結果を紹介するが，そ  

の際，ほとんどの先行研究において採用されてきた  

TheiトT6rnqvist型のTFP指数のみならず，これを  

時系列・横断面を統合した多重比較に適合する形に拡  

張したCaves，Christensen and Diewert型のTFP  

指数をも計測し，両者の比較検討を試みる。  

1。TFP指数［1］  

『平成9年版 経済白書』（第2章第2節）等にみ  

いとう なりやす 武蔵大学 経済学部  

〒176練馬区豊玉上1－26－1   
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これは，いわゆるDebyelユFarrellの技術非効率性  

指標の逆数に相当するものでヲ 本誌でもおなじみの包  

絡分析法DEA（刀根（1993））等により9 その推計が  

試みられている。投入距離関数と同様にサ 産出距離関  

数（0■u・睦びと離sta．mce fⅥmCtioi－）が，戯（汐ヲエト）＝  

㌘rlim（釧（汐／βブご）∈y）として定義され，これに対貯す→る  

生産性指数を考えることもできるくJ   

次に，2組の企業もしくは2時点s9 f間の一対比  

較を念頭において9 れこおける産出ゆ投入の組（封∠クエり  

を5の技術yざを参照基準として評価した投入拒維関  

数を  

（3）ぱ5（封ま，∬り＝maX（釧（ダ≠，£ソβ）∈yざ）  

と表す。   

このときっ Ma且m耶istの理論的全要素生産性指数  

rf，S（才ベー・ス）ラ および㌻そ，S（sベース）は，それぞれ  

（4）苫・ZッS＝♂と（ダS，∬古）／♂f（汐fタ∬り  

（5）ゎ′ざ＝ガS（ダS）∬5）／ぱβ（ダ∠，∬f）  

と定義される。議論を簡単化するため，いずれの比較  

対象についても生産非効率は生じていないソ すなわち  

が（折詔）＝ぱぶ（封ざタ∬5）＝1と仮定した上でヲ‡一とヲ占＞ヱなる  

事実が何を意味するかについて考察してみよう（この  

仮定は，経済指数論的アプローチとDEAの発想の違  

いを示す1つの要素である）。仮定から♂（汐S，一芸S）＞1  

となりぅ ざの技術では（封Sヲ∬5／ぱf（〝S，∬ざ））尋yざとなっ、てブ  

タSを得るのに投入水準∬ざ／ガg（封古，∬S）では不足が生じる  

のに対しワ オでは写（ぎぶ，∬5／df（ダSァズざ））∈y乙となること  

から，そうした不足は生じない也 このような意味で，  

z一とγS＞1ならば，Sよりも才の方が高い生産惟をホLて  

いるものと解釈される。逆に9 rり＜1ではどうか？  

この場合d≠（封ぶタ∬ざ）＜ユとなり，gでは（〝ぶ，£ざ）が実現可  

能な組み合せとなるのに対し，才では（結が）¢y∠とな  

ってヲ アり＜ユならば才よりもsの方が高い生産性を示  

すものと解釈することができる。，rfノ5の解釈について  

も同様である。   

このようにヲ MaimqⅥistの理論的全要素生産性指  

数の概念ほり 当初から基数的な指標たらんとして提噌  

されたものというより9 ある産出9投入ベクトルの包  

含の如何に基づく，2つの生産技術間の優越関係を表  

したものとして解釈するのが穏当であろう、，しかし9  

それ1ゆえ9 2つの生産捜術に関する MaimqⅥistの優  

越関係は，参照基準として採用される産出0投入ベク  

トルへの依存性からヲ 生産技術の優劣に関する大域的  

な順序関係を与えるものではないことにも留意すべき  

である。  

宅急臨（6）   

Caves，Christensen and Diewert（1982a）の貢献  

は，投入距離関数㌦（肌ご）が  

（6）旦nぱ∠（封，∬）＝伽十蓋乃鮎血．γ乃  

．．．・．・l、・、、、∴l＝、   

・、・：：・．  

（ただし9 β妬≠＝＝βん帰，α〝7∠Yま＝α∠帰for ali錯，彪，椚，g，  

窟を′仮定する）  

というトランスログ関数で表されるときラ 企業の利潤  

最大化（費用最小化）9 およびラ ーー 連の緩い仮定の下  

でヲ  

（7）（抽r∠，ざ－ト1nz・f，ざ）／2  

＝∑〝Z（s椚，と＋sm，ざ）／2①払（鈷諭恒）  

芝ブ′Z（仇帰」一〃m，5）甘瓶（∬m，f在∽，ぶ）＋残余項  

（残余項は限界的な規模の経済性が1に近づくとき同  

じオーダー∴で‖こ近づく）  

という関係が導かれることを示した点にあるb ここで9  

（7）式右辺から残余項を除いたものは，（1）式を一般化  

した形の′r′丑1生産性指数に他ならない。   

任意に与えられた“－一般的な目的関数に対し9 当初の  

最適化問題の適切な摂動問題（‡－e鼠axatio‡ユ）を誘導し，  

解析的な意味で良い近似を与える関数のクラスを伸縮  

的（王1exib且e）な関数族というが，トランスログ関数  

は伸縮的関数の代表例として知られており9 それゆえ，  

上記の結果に鑑みれば9 ′FⅧ、生産性指数はヲ 企業の生  

産技術に関する情報が不十分な場合～ すなわちあては  

めを行うべきモデルの型が明確ではない場合でも9 そ  

の使用が喜王当化される根拠を持った優れた（別ユpe班a－  

t緑e）／］「鮮、㌘指数ということができる。ただし9 伸縮  

的な関数聖の例はトランスログ関数以夕≠にも多数知ら  

れておりッ たとえば9 次数γの2次平均（quadγaもic  

mea㌻ユOiorde‡u r）型関数もその1つであるがヲ これ  

を生産関数や距離関数等の母関数として想定した場合  

にはラ ヒ記の（二aves，Cを1risterlSem aIld Dievけertの結  

果とアナロガスな9 －一般化Fis丑Ier型T『P指数と  

Mainnquist指数グ）対応関係が導かれることになる  

（D主ewert（′む976））。またブ F法でe amd Grosskopf  

（1992）はフ 投入G産出価格に関する一定の仮定の下で9  

距離関数の関数型の如何によらず，：椚sher型T『㌘  

指数が跳舶且mlqⅥist指数に一致することを示しているひ  

ここで9iFJLs丑1er型T〕FP指数とは次式のように表さ  

れる指数である。  

（8）in（了Wアf／附ト1）  

二＝り2（呈n（∑椚S椚，乙【1（裾〟拍車1））－椚払（∑m5肌，f（ダm，仁1血帰））〉  

叫り2（且m（∑77〃叫∴i（釣砧転帰」）ト働（∑〝び乃，£（芳町ト1正昭）））  

オペレー・r－ションズ霊リサーチ   © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



のが一般的だが，ここでは，購入電力とその他項目を  

除いた3区分を採用することにした．捨象された2項  

目の総費用に占める割合は比較的小さいものと判断さ  

れぬでもないが，計測結果にバイアスをもたらす潜在  

因子であることには違いない。この点の改善も今後の  

課題である．   

以下，生産要素各データ系列の作成手順について概  

要を示す．   

①労働   

簡単化のため，ここでは電力各社の従業月数と人件  

費データを用いる．   

②燃料   

汽力発電用燃料消費実績については，燃料種別に消  

費量・発熱量，重油換算消費量，等々の仔細にわたる  

データが利用可能であり，原子力発電用燃料消費実績  

についても諸種のデータが利用可能である．ただし，  

原子力発電用の核燃料については，利用形態が資本ス  

トック的であるため，あえて汽力発電用燃料消費と集  

計するよりは，資本の一部として取り扱った方が適切  

だとの見解が一般的である．本稿でもこの考え方を踏  

襲するが，燃料種別に消費実績と燃料費データを収集  

するのではなく，重油換算燃料消費実績と燃料費（合  

計）データを用いることとする。   

③資本   

今回の電気事業におけるTFP指数の推計に当たっ  

ては，以下に示す手順に従って資本設備の能力指数を  

推計し，これを資本ストノクの代用変数とすることに  

した。すなわち，発電部門：認可最大出力，送電部  

門：架空送電線路亘長，変電部門二変電所出力，配電  

部門：架空配電線路亘長，といった設備能力指標を，  

各部門の設備コスト・シェアをウェイトとしてデイビ  

ジア集計（TT指数を構成）し，総合の設備能力指数  

とする．これが一法である。   

別法として，水力，火力，原子力，送電，変電，配  

電の6部門，もしくは，発電，送電，変電，配電の4  

部門の設備能力指標を，労働，燃料といった生産要素  

と同列に扱うアプローチも有用である．本稿では，諸  

般の事情から，この最後の方法を採用することにした．   

また，資本費データとしては，減価償却費，支払利  

息，修繕費の合計を用いている．   

以上のデータに関する準備の下，前節に掲げた手順  

に基づいて，1971年から1995年までの25年間にわたる  

電気事業9社のTFP指数（TT指数）の計測を行っ  

た結果を表2．1に示す．  

（7）137   

伊藤（1997）は，個別生産物ないしは個別生産要素の  

変化率があまり大きくない場合においては，Fisher  

指数とTT指数が極めて近似した値を取ることを例  

証している．   

ここで留意すべきは，企業の生産技術を描写するモ  

デルとして，トランスログ型距離関数等，伸縮的母関  

数を想定すれば，これに対応するMalmquist生産性  

指数が（7）式のように陽表的に求められるということ  

であって，母関数のパラメータに関する情報は指数を  

計測するうえで必要ない．その意味で，Superlative  

な経済指数を用いた効率性の計測法はノン・パラメト  

リックな接近法の1つとして理解されている．これに  

対し，同じくノン・パラメトリックな効率性指標の代  

表的計測手法であるDEAでは，母関数の関数型すら  

特定化しない（半面，区分線形な技術を前提とする）  

ばかりか，観察された投入。産出データが効率フロン  

ティア上に位置することをも要求しないという特徴が  

ある。   

以上，本節ではTT指数の経済理論的な背景を中  

心に解説してきたが，次節では，わが国の電気事業を  

分析対象として取り上げ，TT指数の計測を試みる．  

2。電気事業におけるTFP指数の計測結果  

前節の分析枠組みに沿ってTFP指数の計測を行う  

ためには，考察対象となる生産物と生産要素の区分を  

特定化したのち，各々の数量。価格データを用意する  

必要がある。本稿では，大略，以下のような形でデー  

タ系列を作成した．  

（1）生産物   

生産物データについては，用途別（需要家別）の販  

売電力量と関連データを適切な集計度で区分するのが  

理想であり，例えば，電灯，大口，小口，業務用電力，  

その他，といった需要種別に対応する区分を行うのが  

一般的である。これらのデータは，『有価証券報告書』  

や『電気事業便覧』等の事業統計を掲載した年報類か  

ら収集することが可能であるが，本稿では，簡単化の  

ため，上記の諸項目を和集計した販売電力量を電気事  

業の生産物データとして取り扱う。もとより，デイビ  

ジア集計した紙生産指数の時系列的な動きと販売電力  

量の動きには微妙な違いが看取される可能性があるた  

め，この点の改善は今後の課題としたい．  

（2）生産要素   

次に，生産要素については，労働，燃料，資本，購  

入電力，その他，といった4ないし5区分を採．用する   
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衷2。且 電気事業におけるT‡rP指数の推移（各社1971年度＝100）  

東北   東京 中部 北陸   関西  年咽   四国 九州   

年度   北海道  
100愴00   100．00   

100。00   100．00   100。00   100．00   100。00   

95．23   103。72   100。94   112。55   106．08   

73   

ぎ 106。23  99。09   ユ04岬52  100。60  97．29  99－20   103。64   110．17   111．62   

111。04  103．15  104噌99   102．15  91巾27  且01uO2   111白92   111血13   111叩49   

75  孔13れ42  且02u88   102心70   1¢4．76  92。34   103巾54   113．38   109．33   122．29   

76  117。26   109．42   105。62   106．44  94“掴   107，．45   111。33   110．30   124．87   

77  ≧ 11ノ7－49  105。乱4   103．04   103〔11  85。68   103心57   106．68   117。84  126。58   

78  118。57  1乱0．94   111。66   106廿37  95。65  ≠06．97   108【19   116。60   128。18   

79  120。36  117．02   115。09   110帽33    99叫52   109。50   109レ66   123．84  ユ30車54   

80  114。12   】－07。22   115。1．乱  111．68   101。89   117。23   110甲25   125。00   139．34   

81  117。90  110．39   115．38   108．65  97。13  j16“02   114．56   1．31．31   141巾04   

82  且13。48  109止12   117－03   109．84  95由32   117小45  ユ11。43   143．90   145。81   

83  112。67  109．18   122．54 －109，21  1の1巾96   123u42 ≧120．84   14ユ】。46   151。24   

84  113。24  110。98   125。47  ユ07．75   106。60   123可88   123．61   且38。72   161．48   
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いる一方でサ ニれを上回る生産要素投入の伸びが実現  

した結果，本稿におけるようなT『Pの計測結果がも  

たらされたとする理解も不自然ではないが，ここでの  

資本ストック〔・デ」タの作成法が同社のパフォーマン  

スを過1首、評価するバイアスを持っている疑いは否定で  

きない。ある時期を境に9設備の物的な生産能力と会  

計上の残価額に蔀離が生じた場合9 このようなことが  

起こり得る¢ また，先にも触れたとおり，購入電力の  

捨象の影響も懸念材料の1つである。   

上記の点以外にも留意すべき事柄は存在するが，そ  

もそも電力各社の生産性の変動パタhンがなぜこのよ  

うなものとなったのかについての説明は，各社ごとに  

その経営環境を映し出す適切な指標を添えて周到に展  

開する必要がある由 本稿では9 この点にまで立ち入る  

余裕がないため，機会を改めTFP変動の要因分析を  

試みることとしたい舟  

3。苛臣炉の多重比較  

本節では，経済指標の国際比較等を典型例とする，  
多重比較を行う際に必要とされる推移律ないしは循環  

性条件を充足すべく修jEされたsuperlativeな指数に  

オペレーションズ。tjサーチ   

これをみると91971年度以降の25年間における電力  

各社のT『P年平均成長率は，北陸電力と九州電力を  

除いて，1～2％の範囲に集中している（北海道：1。56  

％，東北；1。29％，東京ニ1。96％9 中部：1。03％，北  

陸：0。且′7％，関西：1。58％，中国：且．30％9 祖国：  

且。81％，九州三2。94％）。冒頭に引用した『平成9年  

版 経済由吾』第2章の分析によれば9 この間のわが  

国における全産業平均の′T『P年平均上昇率は2～3  

％程度であ県・最近10年における航空産業のそれは  

1。6％ということであるから，電気事業の生産性上昇  

率が他産業に比していちじるしく低いという主張を展  

開することはできない。各社における年々のT『P変  

動パターンは区々であるが9 概して安定的にT『Pの  

成長を記轟しているグループ（東京9 関西，九州），  

石油危機や円高不況の影響で電力需要が伸び悩んだこ  

とを受けて一時T『Pのマイナス成長に陥るも期間全  

体を通して堅調なT『P成長を記録したグルー膚プ（東  

北，中部，中国），その他3社，という具合に類型化  

することができよう。ここで，合理的な解釈が困難な  

のは9 北陸電力の90年以降における甘酢Pの停滞傾向  

である。同社に対する電力需要は着実な伸びを示して  

瑠慧恩（8）  
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and Theil（1965）である（消費の国際比較）．そして，  

Caves，Christensen and Diewert（1982b）が，Malm－  

quistMTheiトT8rnqvist指数を（16）式のような形に修  

正することを提唱した．   

じつは，こうした比率尺度を原データとする一対比  

較行列を推移律を満たす行列で近似しようとするアイ  

デアは最小距離法以外にも存在して（フロペニウス・  

ベクトル法，行幾何平均法等），階層分析法AHPや  

購買力平価推計のためのvan Yzeren法をはじめ，  

OR。経済学関連分野で（おそらく独立に）さまざまな  

応用が試みられている．紙幅の都合上，ここでは優れ  

た参考文献Funke，Lampe and Olt（1993）の紹介にと  

どめるが，各種の整合的指数のクセをより正確に把握  

しておくことは重要である．   

さて，最後に，前節のTT指数を計算するために  

用いたデータを利用して，電気事業のTFP多重比較  

のための指数（16）を求めてみよう．その計測結果（東  

京電力の1971年度の値を100とする）を表3．1および図  

3．1に掲げる．   

これをみると，1971年度以降の25年間における電力  

各社のTFP年平均成長率は，北海道電力のケースを  

除いて，前節のTT指数より若干低めに推計される  

ようである（北海道：1．64％，東北：1．08％，東京：  

1．94％，中部：1．03％，北陸：－0．35％，関西：1．03  

％，中国：0．95％，四国：1．19％，九州：2。16％）．  

TFPの年平均成長率の推計が目的ならば，おそらく  

は前節の連鎖型TT指数を用いた方がより適切であ  

ろうが，同指数が各社のTFP水準の横断的比較には  

適さないものであるのに対し，このCaves et al．に  

よる多重比較指数が興味深いのは，時系列，クロス  

・セクションを綺合したTFP水準の整合的比較を可  

能にしている点である．データの信頼性の問題もあり，  

ここではランキング評価的なコメントは差し控えるが，  

各社の電気料金水準の差と経営効率の差を関連づけて  

分析しようとすれば，本節に示したような多重比較に  

適した効率性指標の計測は不可避の課題となることを  

強調しておきたい．   

以上，駆け足ではあるが，規制産業の効率性評価の  

一尺度たるTFPの概念と計測法について紹介してき  

た．本稿が多くの不備をかかえていることは筆者自身  

が強く自覚するところであるが，読者が規制緩和の効  

果を的確に把握するためのモノサンについて考察され  

る際の経となれば幸いである．  

準拠するTFP指数を導入し，わが国の電気事業に適  

用した当該指数の計測結果を紹介する．   

まず，比較対象がr個あったとすれば，一対比較の  

指数はr次の正方行列に集約することができるが，原  

指数の対数変換値を第わ要素としてもつ正方行列を  

r＝［㍍］で表す．比率尺度たる経済指数の対数変換  

を要素とする正方行列は歪対称でもあることに注意し  

よう．このとき，推移律は  

（9）Jも十差た＝占ん for allグ，ブ，斤  

と表されるが，本稿の第2節に示した一対比較に基づ  

く原指数が（9）式を充足するか否かは自明ではない。  

そこで，原指数行列rを推移律（9）を満たす行列r＊で  

最小自乗近似することにしよう．   

すなわち，r＊が歪対称で推移律を満たすことから，  

r＊む＝γォー告の形に表されることに注意して  

（10）r＊＝γ（′－（γ′  

（ここに，（はすべての座標成分が1となるベクト  

ル）なる関係式を得，それゆえ  

（11）r＝r＊＋U（Uは残差行列）  

を得る．ここで，r＊の歪対称性を利用して，所期の  

問題を，フロペニウス・ノルムの2乗  

（12）わ′（U′ぴ）＝わ′（汀′）＋4‘′ノウ  

ー2（γ′∠）2＋27「γ′γ  

を（わ′（・）はトレース演算），基準化の条件  

（13）γ′〈＝0  

の下で最小化するという問題に還元する．すると，  

（12）をγについて微分して  

（14）γ＝（1／r）几  

を得る．これを（10）式に代入し，rの歪対称性と合わ  

せて  

（15）r＊む＝（1／r）∑〟（右た＋Jも）  

が導かれる。結局，  

（16）1n7アf㌔＝∑丘（5たど十∫＊た）2・1n（裾舟＊丘）  

－∑ゐ（〃力，f＋〃＊ん）／2・1n（和正＊ろ，）  

＋∑ん（5ゎ＋∫＊た）／2。1n（批舟＊た）  

－∑ゐ（〃力，ノ十〃＊ん，）／2・1n（∬ゐ，ノ仕＊ゐ，）  

（ここに，〝＊た＝eXp（∑≠1n〝たど／r），∬＊力＝  

exp（∑ど1n∬力，ど／r），ざ＊・た＝∑どぶん，g甘，  

〃＊力＝∑ど〃鬼才／r）  

なる多重比較のためのTT型TFP指数を得る．   

推移律を満たす経済指数の構築を目的として最小距  

離法の考え方を導入したのは，Elteto，K6ves，  

Szulcらであるが（購買力平価指数の構築），本節で  

紹介した見通しの良い定式化を与えたのはKloek   
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衷3。旦電気事業におけるTFP多重比較指数の推移（東京電力1971年度＝100）  
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